
国内AI・半導体市場に関する見解と投資行動

国内AI・半導体市場の動向と見通し

米国大手ハイテク企業の2026年の設備投資計画が前年を6割超上回る大幅な増加見通しとなった

ことを受けて、恩恵が期待される国内企業の株価が堅調に推移しています。生成AIが実際のビジネス

用途で成果を出し始めていることが、大規模な投資の背景にあるようです。米国ハイテク企業が生成AI

を活用し、大幅な人員削減を行っていることは象徴的な動きです。大規模な投資による生成AIの性能

向上を通じて、今後さらに国内AI・半導体市場が拡大していくことは想像に難くありません。

生成AIの性能が向上するなか、サイバー攻撃や防衛といった用途でも存在感を増しており、各国の安

全保障の観点からも開発・投資の需要が高まっています。また、ロボット分野でもAIを活用するフィジ

カルAIの成長が見込まれており、さらなる情報処理能力の向上が求められています。これらの基盤と

なるＡＩデータセンターの建設が増えるなかで、発電など電力インフラへの投資も増加しており、幅広い

産業で恩恵が期待されます。

一方、生成AIの普及で従来のサービスが陳腐化してしまうリスクも警戒され始めました。いわゆるAI

ディスラプションです。特にソフトウェア関連企業が警戒され、株価は大きく調整しています。今後も生

成AIの進化が続くことを考えると、ソフトウェア産業以外への影響も想定しておく必要がありそうです。
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※上記は作成時点での見解であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。 1
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国内AI・半導体市場に関する見解と投資行動

マザーファンドの近年の投資行動

今では想像しにくいかもしれませんが、2022年は半導体の供給不足などによりAI関連のビジネスは

低迷していました。2023年後半に市場回復の動きがみられるようになり、注目していたAIデータセン

ター市場の成長を享受する可能性がある銘柄として技術面で競争力のあるフジクラに注目し、業績拡

大が見込まれるタイミングを計って2024年1月に投資を開始しました。その後、同年4月に三井金属を

はじめとして、半導体部材や半導体製造装置、データセンター建設や電力インフラなどの銘柄に投資を

してきました。

米国大手ハイテク企業の生成AI投資は、その中身が変わりつつあります。これまでは生成ＡＩのモデル

を構築する学習用がメインでしたが、今後はより複雑な問題を解決できる推論用に向けた投資が増え

ていくことでしょう。推論に適した半導体の需要が高まることで、国内企業が得意とする部材や製造装

置のビジネスチャンスが拡大するとみています。また、生成AI向け半導体の高性能化に対応するための

需要にも注目です。情報処理量が増え、さらに処理スピードの高速化が要求されることで光による通信

性能の向上、設備の発熱対策等の対応が必要となるため、これらも国内企業の部材や製造装置の需要

拡大につながるとみています。

AI・半導体はすそ野が広く、進化と変化の著しい市場です。良好な投資リターンを獲得するためには、

技術進歩などの動向を注視し、成長機会を見極めることが肝要と考えます。

2024年1月
投資開始

ＡＩデータセンターの成長性を見据えフジクラに投資
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一時低迷したAI市場は今後も高成長が見込まれる

※期間：2021年～2030年（年次）、2025年以降は予測値
出典：Statista Market Insights、Statista

※期間：2021年4月～2026年4月（月次）
※株価は月末値。売上高は四半期、2025年10-12月期まで
出所：ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントＯｎｅ作成

※上記は個別銘柄の売買を推奨するものではありません。また、今後も当該銘柄の組入れまたは保有の継続を示唆・保証するものではありません。

※上記はマザーファンドにおいて過去に行った個別銘柄選択における投資事例の一部を示したものです。個別銘柄の売買がすべて成功することを
示唆・保証するものではありません。

※上記は過去の情報または作成時点の見解であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。 2

世界のAI市場の前年比成長率推移 フジクラの株価と売上高の推移

変わりゆく国内AI・半導体市場の展望



照会先 アセットマネジメントOne株式会社 ●コールセンター 0120-104-694 ［受付時間：営業日の午前9時～午後5時］
●ホームページアドレス https://www.am-one.co.jp/

ファンドの投資リスク　くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
当ファンドの基準価額の変動要因には、「株価変動リスク」、「信用リスク」、「流動性リスク」などがあります。当ファンドは、値動きのある有価証券等に投
資しますので、株式市場の変動、組入有価証券の発行者にかかる信用状況の変化、市場規模や取引量等により十分な流動性の下で取引を行えない等
により基準価額は変動します。これらの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証 
されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。また、投資信託は預貯金と異なります。なお、基準
価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。その他の留意点など、くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
 分配金  収益分配金に関しては、投資信託説明書（交付目論見書）の収益分配金に関する留意点をご覧ください。

投資信託ご購入の注意
●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成したものです。●お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の
内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。●当ファンドは、株式等の値動きのある有価証券に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発
行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落に
より、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは
異なります。●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。●投資信託は、（1）預金等や保険契約ではありま
せん。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金
の対象にもなりません。（2）購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。（3）投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る
場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。

お申込みメモ　ご購入の際は、投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

購入の申込期間 当初申込期間：2026年5月7日～2026年5月28日
継続申込期間：2026年5月29日以降

購入単位 販売会社が定める単位（当初元本１口＝１円）

購入価額
当初申込期間：1口＝1円
継続申込期間：購入申込受付日の基準価額（基準価
額は1万口当たりで表示しています。）

換金単位 販売会社が定める単位

換金価額 換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を
控除した価額

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して5営業日目
からお支払いします。

換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金
請求に制限を設ける場合があります。

購入・換金申込
受付の中止
および取消し

金融商品取引所等における取引の停止、決済機能の停
止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金の
お申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた購
入・換金のお申込みの受付を取り消す場合があります。

信託期間 2047年2月28日まで（2026年5月29日設定）

繰上償還 純資産総額が30億円を下回ることとなった場合等
には、償還することがあります。

決算日 毎年３月10日（休業日の場合は翌営業日）
初回決算日：2027年3月10日 

収益分配

年1回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益
分配を行います。
※ お申込コースには、「分配金受取コース」と「分配金
再投資コース」があります。ただし、販売会社によっ
ては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合があり
ます。詳細は販売会社までお問い合わせください。

課税関係

当ファンドは課税上は株式投資信託として取り扱わ
れます。原則として、分配時の普通分配金ならびに
換金時の値上がり益および償還時の償還差益に対
して課税されます。
※ 公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合
に少額投資非課税制度（NISA）の適用対象となります。
当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘
定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合
があります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
※ 税法が改正された場合等には、上記の内容が変更
となることがあります。 

お客さまにご負担いただく手数料等について　詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※上記手数料等の合計額等については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。
※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

ご購入時 購入時手数料 購入価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額となります。
※くわしくは販売会社にお問い合わせください。

ご換金時 換金時手数料 ありません。
信託財産留保額 換金申込受付日の基準価額に0.1％の率を乗じて得た額とします。

保有期間中 
（信託財産から間
接的にご負担い
ただきます。）

運用管理費用
（信託報酬）

以下により計算される①と②の合計額とします。
①ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.683％（税抜1.53％）の率を乗じて得た額
② 投資対象とするマザーファンドにおいて有価証券の貸付の指図を行った場合は、マザーファンドの品
貸料のうちファンドに属するとみなした額に55％（税抜50％）未満の率＊を乗じて得た額

＊2026年５月29日現在は、品貸料の49.5％（税抜45％）以内になります。

その他の費用・手数料
組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、信託事務の諸費用、外国での資産の保管等に
要する費用、監査費用等が信託財産から支払われます。
※ その他の費用・手数料については、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるものがあるため、
事前に料率、上限額等を表示することができません。

商 号 等：アセットマネジメントOne株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第324号

加入協会：一般社団法人資産運用業協会　

商 号 等：東海東京証券株式会社
金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第140号

加入協会：日本証券業協会　一般社団法人資産運用業協会
一般社団法人金融先物取引業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会
一般社団法人日本STO協会

■設定・運用は■投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

260507SK313368販売補助資料

お申込みにあたっては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください。
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